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I． はじめに 

本レポートは、環境省の「環境技術実証事業」の「ヒートアイランド対策技術分野（オフィス、

住宅等から発生する人工排熱低減技術）地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム」

について、平成21年度に完了した実証試験の結果概要等をとりまとめたものです。 

 

■ 『環境技術実証事業』とは？ 

既に適用可能な段階にあり、有用と思われる先進的環境技術でも、環境保全効果等についての

客観的な評価が行われていないために、地方公共団体、企業、消費者等のエンドユーザーが安心

して使用することができず、普及が進んでいない場合があります。環境技術実証事業とは、この

ような普及が進んでいない先進的環境技術について、その環境保全効果等を第三者機関が客観的

に実証する事業です。本事業の実施により、ベンチャー企業等が開発した環境技術の普及が

促進され、環境保全と環境産業の発展による経済活性化が図られることが期待されます。 

平成21年度は、以下の９分野を対象技術分野として事業を実施しました。 

（１） 自然地域トイレし尿処理技術分野 

（２） 小規模事業場向け有機性排水処理技術分野 

（３） 湖沼等水質浄化技術分野 

（４） 閉鎖性海域における水環境改善技術分野 

（５） ＶＯＣ排出抑制技術・脱臭技術分野（中小事業所向けＶＯＣ排出抑制技術・脱臭技

術） 

（６） VOC簡易測定技術分野 

（７） ヒートアイランド対策技術分野（建築物外皮による空調負荷低減等技術） 

（８） ヒートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から発生する人工排熱低減技術）

ＩＴ機器等グリーン化技術 

（９） ヒートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から発生する人工排熱低減技術）

地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム 
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■ 事業の仕組みは？ 

環境省が有識者の助言を得て選定する実証対象技術分野において、公募により選定された第三

者機関（「実証機関」）が、実証申請者（技術を有する開発者、販売者等）から実証対象技術を

募集し、その実証試験を実施します。実証試験を行った技術に対しては、その普及を促すため、

また環境省が行う本事業の実証済技術である証として、「環境技術実証事業ロゴマーク」（図

１）及び実証番号を交付しています。なお、本事業において「実証」とは、環境技術の環境保全

効果、副次的な環境影響等を、当該技術の開発者でも利用者でもない第三者機関が試験等に基づ

いて客観的なデータとして示すことを言い、これは、一定の判断基準を設けてそれに対する適合

性を判定する「認証」や「認定」とは異なります。 

 

図１：環境技術実証事業ロゴマーク（共通ロゴマーク） 

（技術分野により、ロゴマークの仕様が異なります。） 
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（１）事業の実施体制（図２） 

各技術分野について、実証システムが確立するまでの間、原則として分野立ち上げ後最初

の2年間は、実証試験の実費を環境省が負担する「国負担体制」で実施し、その後は受益者

負担の考え方に基づき、実証試験の実費も含めて申請者に費用を負担いただく「手数料徴収

体制」で実施しています。 

各技術分野の事業のマネジメント（実証試験要領の作成、実証機関の選定等）については、

「国負担体制」の場合は環境省が実施し、「手数料徴収体制」の場合は「実証運営機関」が

手数料項目の設定と実証申請者からの手数料徴収も含めて実施します。実証運営機関は、公

募により、公平性や公正性確保の観点、さらに、体制、技術的能力等も勘案して選定してい

ます。 

実証対象技術の募集・選定、実証試験の実施、実証試験結果報告書の作成等は「国負担体

制」、「手数料徴収体制」のどちらの体制においても、「実証機関」が行います。実証機関

は、公募により、試験の公平性や公正性確保の観点、さらに、体制、技術的能力等も勘案し

て選定しています。 

業務全体の運営にあたっては、有識者からなる環境技術実証事業検討会及びその下に設置

された分野別ワーキング（以下分野別ＷＧ）にて専門的見地から助言をいただいています。 

 

図２：『環境技術実証事業』の実施体制（平成21年度） 

(緑色の記載は、「手数料徴収体制」に適用) 
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（２）事業の流れ 

実証試験は、主に以下の各段階を経て実施されます。（図３） 

 

○実証対象技術分野の選定 

環境省が、環境技術実証事業検討会における議論を踏まえ、実証ニーズや、技術の普及

促進に対する技術実証の有効性、実証可能性等の観点に照らして、既存の他の制度で技術

実証が実施されていない分野から選定を行います。 

○実証運営機関（手数料徴収体制のみ）・実証試験要領の策定・実証機関の選定 

技術分野ごと、実証運営機関は1機関、実証機関は予算の範囲内で、分野別ＷＧで検討の

上、必要数選定します。また、実証試験を行う際の基本的考え方、試験条件・方法等を定め

た「実証試験要領」を策定します。 

○実証対象技術の募集・実証試験計画の策定 

実証機関が実証対象技術を募集し、有識者からなる技術実証委員会での検討を踏まえて対

象技術を選定します。その後実証機関は、実証申請者との協議を行いつつ、有識者からなる

技術実証委員会で検討した上で、実証試験計画を策定します。 

○実証試験の実施 

実証機関が、実証試験計画に基づき実際の実証試験を行います。 

○実証試験報告書の作成・承認 

実証機関において実証試験データの分析検証を行うとともに、実証試験結果報告書を作成

します。報告書は、分野別ＷＧにおける検討を踏まえ、環境省が承認します。承認された報

告書は、実証機関から実証申請者に報告されるとともに、一般に公開されます。 

 

 

図３：『環境技術実証事業』の流れ 

(「実証運営機関」の選定は、「手数料徴収体制」に適用) 
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■ 環境技術実証事業のホームページについて 

環境技術実証事業では、事業のデータベースとして環境技術実証事業ホームページ

（http://www.env.go.jp/policy/etv/）を設け、以下の情報を提供していますので、詳細につ

いてはこちらをご覧ください。 

 

[1] 実証技術一覧 

本事業で実証が行われた技術及びその環境保全効果等の実証結果（「実証試験結果報告書」

等）を掲載しています。 

[2] 実証試験要領／実証試験計画 

技術分野ごとに、実証試験を行う際の基本的考え方、試験条件・方法等を定めた「実証試験

要領」、及び実証試験要領に基づき対象技術ごとの詳細な試験条件等を定めた「実証試験計

画」を掲載しています。 

[3] 実証運営機関・実証機関／実証対象技術の公募情報 

技術分野ごとに、実証運営機関・実証機関あるいは実証対象技術を公募する際、公募の方法

等に関する情報を掲載しています。 

[4] 検討会情報 

本事業の実施方策を検討する検討会、各ＷＧについて、配付資料、議事概要を公開していま

す。 
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①空調システム（空気熱源ヒートポンプなどによるもの）、電気機器、自動車等の人間活動より

排出される人工排熱の増加 

②緑地、水面の減少と建築物・舗装面の増大による地表面の人工化 

II．ヒートアイランド対策技術分野 

（オフィス、住宅等から発生する人工排熱低減技術）地中熱・下水等

を利用したヒートポンプ空調システムについて 

■ヒートアイランド対策技術分野について 

平成22年度現在、本事業が対象としているヒートアイランド対策技術分野は、「地中熱・下

水等を利用したヒートポンプ空調システム」以外に、図４のとおりに技術が分かれ、実証事業を

進めています。なお、平成21年度の技術分野名は、「ヒートアイランド対策技術分野（オフィ

ス、住宅等から発生する人工排熱低減技術）地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システ

ム」でしたが、平成22年度からは「ヒートアイランド対策技術分野（地中熱・下水等を利用し

たヒートポンプ空調システム）」に、技術分野名を変更しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■なぜヒートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から発生する人工排熱低

減技術）地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システムを対象技術分野と

したのか？ 

ヒートアイランド現象とは、都市の中心部の気温が郊外に比べて島状に高くなる現象で、主に、 

 
により生じ、近年都市に特有の環境問題として注目を集めています。ヒートアイランド現象は、

長期間に渡って累積してきた都市化全体と深く結びついており、対策も長期的なものとならざる

を得ないため、実行可能なものから対策を進めていくことが必要です。 

政府では、平成16年３月にヒートアイランド対策に関する基本方針、実施すべき具体の対策

を示した「ヒートアイランド対策大綱」を策定しました。ヒートアイランド対策のための人工排

熱の低減に向けた対策は、大都市を中心とした各地方公共団体においても、建築物の省エネ対策

が推進されています。 

図４：ヒートアイランド対策技術分野の技術の種類 
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●ヒートアイランド対策大綱の概要 

平成16 年３月に策定されたヒートアイランド対策大綱とは、ヒートアイランド対策に関す

る国、地方公共団体、事業者、住民等の取組を適切に推進するため、基本方針を示すととも

に、実施すべき具体の対策を体系的に取りまとめたものです。対策の柱として、 

①人工排熱の低減、②地表面被覆の改善、③都市形態の改善、④ライフスタイルの改善 

の４つが位置づけられています。 

詳細は、http://www.env.go.jp/air/life/heat_island/taikou.pdf から pdf ファイルを

ダウンロードしてご覧ください。 

 
環境省が平成13年度に行った調査では、東京23区における気温の上昇に影響を与える熱（空

気への顕熱）のうち、人工排熱によるものが約５割を占め、ヒートアイランド現象の主な原因と

なっています。さらに、平成15年度に行った調査では、人工排熱のうち、オフィス、住宅など

の建築物における空調機器（空気熱源ヒートポンプなどによる機器）などから外気への排熱が起

因するものがその５割を占め、大都市の気温上昇の主な要因となっているため対策が急務とされ

ています。そこで、平成16年度から平成17年度まで本事業のモデル事業として、ヒートアイラ

ンド対策の効果が比較的大きいと考えられる「空冷室外機から発生する顕熱抑制技術」を対象技

術分野として、環境技術の実証を行ってきました。 

また、本技術分野の設置が決定された平成20年度に環境省が公表した「2007年度（平成19

年度）の温室効果ガス排出量（速報値）」によると、温室効果ガスの約95％を占める二酸化炭

素の排出量について、京都議定書の規定による基準年（原則1990年）に対し、業務その他部門

（オフィスビル等）では約42％増、家庭部門では約41％増と増加しており、二酸化炭素排出量

の削減が目下の課題となっています。 

そこで、ヒートアイランド対策を更に推進するために、空調機器から発生する熱を外気でなく

地中や地下水（貯水池）・河川・下水等へ排熱する「地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空

調システム」をヒートアイランド対策技術分野の対象技術分野とする検討を行ってきました。 

「地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム」は、次のようなヒートアイランド対

策効果が期待できます※。 

１. 人工排熱を外気中へ放出せず、地中・河川等へ排熱する空調システムは、外気中へ人工排熱を

排出しないため、年間を通じてヒートアイランド抑制効果が期待できる。加えて空気熱源に比べ

てシステム効率が高い場合が多く、二酸化炭素排出削減効果も期待できる。 

２. 地中熱及び河川水熱利用においては、ヒートアイランド対策効果として、空調機器等からの熱を

地中等に排出するため、外気を直接に暖めず、ヒートアイランド抑制に寄与する。都市の人工排

熱の約５割（夏季）を占める空調排熱を大幅に削減することができる。 

３. 地中熱及び河川水熱利用においては、地球温暖化対策効果として、空調機器等の熱交換効率

が向上するため、冷暖房や給湯に必要なエネルギー消費量が削減され、地球温暖化対策に寄
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与する。地中熱利用においては、エネルギー機器構成、気候の違いにより10～50％程度削減す

る。また、河川水熱利用においては、熱交換効率の向上により、エネルギー消費量が14％削減

した（関電エネルギー開発株式会社の資料より）。 

４. 地中熱利用及び河川水熱利用の双方において、冷却塔（クーリングタワー）等の設備が必要なく

なるため、屋上などの設置スペースの有効利用が可能となるとともに、水道料金が削減される。 

※ヒートアイランド現象の実態把握及び対策評価手法に関する調査報告書（平成19年3月環境省）及

びヒートアイランド対策の計画的実施に関する調査報告書（平成20年3月環境省）から要約。 

 

こうした検討を踏まえ以下の観点により、空調機器の熱を外気でなく地中や地下水（貯水

池）・河川・下水等へ排熱する「地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム」を「ヒ

ートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から発生する人工排熱低減技術）」の対象技術

分野としました。 

１. 人工排熱削減技術のうち、「地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム」については現

時点では普及が十分ではなく、本事業で技術分野として位置づけ、普及を行うことが有効である。 

２. 環境行政（ヒートアイランド対策）の観点からも実証結果を公表していくことで適切な技術の普及

が促されることが期待される。また、未利用エネルギーの活用という観点からも普及を行うことが

適当と思われる。 

 

【参考】「空気熱源ヒートポンプなどによる空調システム」と「地中熱・下水等を利用したヒートポンプ

空調システム」との違い及び業務用エアコン（パッケージエアコン）について 

空気熱源ヒートポンプなどによる空調システムは、夏季の日射や屋外からの熱移動、OA機器

などの電気機器、人間活動及び給湯設備などの熱で室温が上昇した室内から冷房で奪った熱を、

空調排熱として室外機などから外気へ排熱するものを指します。例えば、室内の熱を室外機で排

熱する一般のエアコン、業務用エアコン（パッケージエアコン）としてビル空調で使用されるビ

ル用マルチ／空冷ヒートポンプチラー（空気熱源ヒートポンプ）／冷却塔などが該当し、外気へ

排熱することが気温上昇につながっています（図５）。 

それ以外の空調システムとして、室内冷房で奪った熱を地中や下水等に排熱し、外気へ排熱し

ないものがあります（図６）。そのような空調システムを本事業では「地中熱・下水等を利用し

たヒートポンプ空調システム」と呼んでいます。地中熱等（地下水・河川・下水等の熱も含む）

は、冬は外気よりも暖かく、夏は外気より温度が低いという特性を有することから、この空調シ

ステムは、地中等（地下水・河川・下水等も含む）と外気との温度差を利用して、空気を熱源と

するよりも効率よく建築物の冷暖房を行うことができます。 
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※本図は、ヒートポンプ・室内間の熱の輸送を熱媒で行う間接方式、地中熱交換部はＵチューブ式の例。 

システム全体に対し、熱交換器が異なる 

図６：室内から奪った熱を地中や下水等へ排熱する空調システムでの冷房稼働の例（イメージ図） 

図５：室内から奪った熱を外気へ排熱する空調システムでの冷房稼働の例（イメージ図） 

空気熱源ヒートポンプ 
の負荷量増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他に、業務用エアコン（パッケージエアコン）については以下の報告があります。 

１. 図７に示すとおり、業務用エアコンの国内出荷台数は、毎年70万台前後で推移しており、平成７

年（1995年）以降の出荷台数は平成19年までの累計で約955万台※になる。 
 
※パッケージエアコンの法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数）は、大きさや出力で年数は異

なるが、最長のもので15年である。そのため、平成22年時点で法定耐用年数内にある最大累

積台数を目安として算出した。 

- 9 -



 

 

図７：業務用エアコン（パッケージエアコン）の国内出荷台数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２. 空調排熱はその熱源システムにより、空気（外気）へ排熱するもの（空冷式）と、それ以外のもの

（地中熱・下水等を利用した水熱源ヒートポンプ等の水を介して地中等に排熱するもの）とがある

が、ヒートアイランド対策の観点からは、冷房効率の向上等による総排出熱量の抑制、空冷式以

外の熱源システム選択による空気（外気）への排熱抑制が望ましいと考えられる。一方、空冷式

（空気熱源ヒートポンプなどによる）空調機器は、パッケージエアコンの出荷台数の98％以上を占

めるといわれている。（平成15年度本事業のヒートアイランド対策技術の第１回検討会より。） 

 

■ヒートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から発生する人工排熱低減技

術）地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システムとは？ 

平成21年度の本事業が対象とする「ヒートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から

発生する人工排熱低減技術）地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム」は、オフィ

ス、住宅等から発生する人工排熱低減技術で、地中熱及び地下水熱、下水熱等を熱源とし、ヒー

トポンプによって効率的に暖冷房を行うシステム全般です。当該システムは、多層的な技術の組

み合わせで構成され、各層での製品や技術を有する企業からの実証申請を想定していることから、

実証対象として想定される技術は、図８のように、階層的に分類されています。図８に示す各構

成技術の定義を表1に示します。 

 

 

 

 

 

 図８：実証対象技術の全体像

システム全体 

室内設備 

地中熱／下水等専用ヒートポンプ 

地中熱交換部 熱媒循環部 

熱媒 
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用語 定義 

システム全体 地中熱交換部からヒートポンプまでを含めた、当システムに関わる技術全体。 

地中熱／下水等 

専用ヒートポンプ 

地中熱や地下水熱、下水熱等を熱源として想定し、各熱源温度を適正温度範囲とする

水冷式ヒートポンプ。設備機器メーカーが販売する既製品単位である。 

地中熱交換部 
地中熱交換井からヒートポンプの地中熱源側の熱媒出入口までを範囲とするシステ

ム。土木系企業の技術のみで設置が可能な技術範囲である。 

熱媒循環部 
U チューブを代表とする、地中と熱交換する熱媒を循環させるための管。開口部のない

閉鎖型と、孔内に熱媒を放出する開放型を対象とする。 

熱媒 地中及びヒートポンプ内で熱交換を行なう物質で、水や不凍液がある。 

（室内設備） 

ヒートポンプの二次側熱媒出入口よりも室内側に設置される空調関連機器を指す。平

成２１年度の実証試験では、室内設備は実証の対象外として位置づけており、室内設

備を含めた実証試験を任意試験としている。 

 

当実証試験は、ヒートアイランドの抑制効果の実証を目的とするため、主に当該システムによ

る地中との熱交換量、または当該システムのエネルギー効率を測定しています。そのため、図９

に示す（Ａ）～（Ｃ）の技術のまとまり（単位）で実証試験を実施する必要があります。この単

位を「実証単位」と定義しています。また、実証単位により、実証項目も異なります。実証項目

については、次章の「Ⅲ．実証試験の方法について（平成21年度）」に記載しました。 

○実証単位（Ａ） システム全体 

地中熱交換部からヒートポンプまでを含めた、当システムに関わる技術全体。 

○実証単位（Ｂ） 地中熱・下水等専用ヒートポンプ 

地中熱や地下水熱、下水熱等を熱源として想定し、各熱源温度を適正温度範囲とする水冷式ヒート

ポンプ。設備機器メーカーが販売する既製品単位である。 

○実証単位（Ｃ） 地中熱交換部 

地中熱交換井からヒートポンプの地中熱源側の熱媒出入口までを範囲とするシステム。土木系企業

の技術のみで設置が可能な技術範囲である。 

 

 

 

 

 

 

表１：構成技術の定義
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図９：地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システムにおける各実証単位 

※本図は、ヒートポンプ・室内間の熱の輸送を、熱媒を通して行う間接方式の例で、地中熱交換部はＵチ

ューブ（Ｕ字管）式の冷房稼働時の例を示す。なお、図６の左側に示すような地下水（貯水池）・河川・

下水等の熱交換機の場合には、実証単位（Ｃ）は省略される。 
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III． 実証試験の方法について（平成21年度） 

■ 実証試験の概要 

実証試験は、ヒートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から発生する人工排熱低減

技術）地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システムの「実証試験要領」に基づき実施

されます。実証の対象となるシステム・製品について、以下の各項目を実証しています。 

○ システム効率（システムエネルギー効率、地中との熱交換効率） 

○ 地中との熱交換効率を決定する要素 

○ 地中熱交換部における熱性能以外の要素 

 

■ 実証対象技術について 

実証対象技術の選定は、実証対象技術を保有する企業等から申請された技術・製品の内容に基

づいて行われます。申請内容が記入された実証申請書を、以下の各観点に照らし、総合的に判断

した上で実証機関が対象とする技術を審査・選定し、実証運営機関の承認を得た後、環境省に報

告されます。 

（１）形式的要件 

○ 申請技術が、対象技術分野に該当するか。 

○ 申請内容に不備はないか。 

○ 商業化段階にある技術か。 

（２）実証可能性 

○ 予算、実施体制等の観点から実証が可能であるか。 

○ 実証試験計画が適切に策定可能であるか。 

（３）環境保全効果等 

○ 技術の原理・仕組みが科学的に説明可能であるか。 

○ 副次的な環境問題等が生じないか。 

○ 高い環境保全効果が見込めるか。 

○ 先進的な技術であるか。 
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■ 実証項目について 

「地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム」の技術分野での実証項目は、実証単

位により異なりますが、各実証単位での実証項目の構成を図10に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで、「実証単位（Ａ）システム全体」では、「実証単位（Ａ）システム全体の実証項目」

に加えて、「実証単位（Ｃ）地中熱交換機全体の実証項目」も実証することになっています。そ

れは、「実証単位（Ｃ）地中熱交換機全体の実証項目」の結果は、「実証単位（Ａ）システム全

体の実証項目」の参考となるからです。しかしながら「実証単位（Ａ）システム全体」の場合、

実証対象技術において実証単位（Ｃ）地中熱交換部の建設工事が既に完了している場合、「実証

単位（Ｃ）地中熱交換部全体の実証項目」について改めて測定機器を設置して実証試験を行うこ

とが困難です。そのため実証試験要領では、「既存データ活用の特例措置」として、実証試験要

領に定めた条件を満たす場合に限り、環境技術開発者（実証申請者）が独自に実測して得たデー

タを活用できる規定を設けています。 

なお、ここに記載の内容は、実証試験要領及び対応するJIS規格の記載の内容に、より解り易

い表現となるように加筆・修正等の変更を加えてあります。そのため、学術的な視点からはなじ

み難い表現の場合があります。その他、各実証項目、試験内容・条件及び数値計算式等の詳細は、

各実証試験結果報告書詳細版に記載してあります。同報告書詳細版のpdfファイルは、環境技術

実証事業ウェブサイト（http://www.env.go.jp/policy/etv/）からダウンロードできます。 

 

（１）実証単位（Ａ）システム全体 

実証単位（Ａ）システム全体の実証項目を表２に示します。なお、実証単位（Ａ）システム全

体の実証項目においての「実証単位（Ｃ）地中熱交換機全体の実証項目」は、この後の「（２）

実証単位（Ｃ）地中熱交換部」の表４で説明します。 
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実証項目 内容 

システム 

エネルギー 

効率（APF） 

実証試験期間において算出したAPF※１で、室内機を除く場合及び室内機を含む場合の両

方を算出している。システムエネルギー効率は、以下のように求められる。 

 

 

 

ここでいうシステムにおける生成熱量とは、地中熱／下水熱専用ヒートポンプが二次側

（室内機側）の熱媒に与えた熱量を指す。また、ここでいうシステムにおける消費電力と

は、「地中熱／下水熱専用ヒートポンプ自体の消費電力＋ポンプ類による消費電力量」の

場合、そして「地中熱／下水熱専用ヒートポンプ自体の消費電力＋ポンプ類による消費電

力量＋室内機による消費電力」の場合について（室内機側を含む場合、室内機側を含ま

ない場合の両方について）算出している。 

冷房期間の 

システム 

エネルギー 

効率（COP）※２ 

冷房期間において算出したAPF※１で、室内機を除く場合及び室内機を含む場合の両方を

算出している。 
 
システムエネルギー効率 

 

ここでいうシステムにおける生成熱量と消費電力については、上の欄と同じ。 

システム 

消費電力 

地中熱／下水熱専用ヒートポンプ自体とポンプ類、そして室内機を含む場合と含まない場

合の、実証試験期間内の運転期間における平均値で、単位時間における消費電力量［W］

を、冷房期間中で平均したもの。 

地中への 

排熱量 

単位時間における地中への排熱量［J］を、冷房期間中で平均したもの。この項目は、外気

へ排熱する空調システム（室内の熱を室外機で排熱する一般のエアコン、業務用エアコン

（パッケージエアコン）としてビル空調で使用されるビル用マルチ／空冷ヒートポンプチラー

（空気熱源ヒートポンプ）／冷却塔などに対し、ヒートアイランド対策効果としての特徴的な

項目である。 

※１：APFは、Annual Performance Factorの略で、システムエネルギー効率（COP）の年間の値を表す。実証

試験要領（第１版）で示すAPFは、厳密な年間値ではなく、年度毎の環境技術実証事業の運営上、実証

試験期間（最大７～８ヶ月間程度）の値として定義している。 

※２：ヒートアイランド対策技術の性能の高さは「システムエネルギー効率（APF及びCOP）」で評価されるが、

この値のみがその技術の性能の高さを必ずしも示すものでない。ヒートアイランド抑制に関する性能は、

「冷房期間のシステムエネルギー効率（COP）」と「冷房期間の地中への排熱量平均値」の両値で評価さ

れる。 

 

（２）実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ 

実証単位（B）地中熱・下水等専用ヒートポンプの実証項目を表３に示します。 

 

実証項目 内容 

エネルギー 

効率（COP） 

地中熱／下水熱専用ヒートポンプ単体のエネルギー効率であるCOPを、1次側（図９の「凝

縮器」側）の熱媒をエチレングリコールとして、冷房時及び暖房時でそれぞれ測定する。 

 

   COP 

 

ヒートポンプ消費電力量とは、地中熱／下水熱専用ヒートポンプ自体の消費電力量であ

り、1次、2次側冷媒の輸送ポンプの消費電力は含まない。熱媒については、エチレングリ

コールを用いるとシステムの正常な稼動が困難である等、やむを得ない理由があると実証

機関が認める場合に限り、環境技術開発者（実証申請者）が指定する任意の熱媒を使用

し測定できるが、測定値は参考値となる。 

表２：実証単位（Ａ）システム全体の実証項目

表３：実証単位（Ｂ）地中熱・下水熱専用ヒートポンプの実証項目 

システムにおける生成熱量[W]
＝

システムにおける消費電力[W] 

システムエネルギー 

効率（APF） 
＝

試験期間中のシステムにおける生成熱量の総和 

試験期間中のシステムにおける消費電力量の総和

地中熱／下水熱専用ヒートポンプ消費電力[W]

地中熱／下水熱専用ヒートポンプ生成熱量[W]
＝ 
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（３）実証単位（Ｃ）地中熱交換部 

実証単位（C）地中熱交換部の実証項目については、当実証単位を構成する複数の技術に分割

できます。そのため実証項目は、図11に示すように、実証単位全体でのみ実証が可能な項目と、

各技術個別の実証項目から構成されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実証単位（Ｃ）地中熱交換部の実証項目を表４に示します。 

 

実証項目 内容 

地中熱交換

井の熱抵抗 

地中交換井の熱抵抗は、Ｕチューブ（Ｕ字管）内の一次側熱媒から土壌に達するまでの熱流

路（地中熱交換部）における熱の伝わりにくさ（抵抗）の合計を表す。この熱抵抗は水とＵチュ

ーブ内壁での熱伝達、Ｕチューブ、充填材（水、硅砂等）での熱伝導の際に生じる。なお、地

中熱交換部の外側の土壌は含まない。熱抵抗が低いほど、地中熱交換部から外側（地中）

へ、また外側（地中）から地中熱交換部へ熱が伝わり易く、同じ熱交換量の場合、Ｕチューブ

内の一次側熱媒と土壌間の温度差が小さくなる。この温度差が小さければ、Ｕチューブ内の

一次側熱媒と地中熱／下水熱専用ヒートポンプの二次側との温度差も小さく、また地中熱／

下水熱専用ヒートポンプが使用する電気エネルギーも小さくなるので、システムエネルギー効

率（成績係数）が高くなる。本実証試験ではサーマルレスポンス試験※によって算出している。

土壌部分の

熱伝導率 

土壌部分の熱伝導率は、システムが施工された土壌部分のみの熱伝導率であるため、熱交

換器の種類、充填材の種類によらない。地中熱交換部の外側の土壌についての熱の伝わり

易さを示す。熱伝導率が高いと、冷房時には地中熱交換部からの放熱が土壌に伝わり易く

拡がり易い、また暖房時には土壌から地中熱交換部へ熱が伝わり易く、採熱がし易い。土壌

部分の熱伝導率が高いと、一次熱媒の温度は遠方の土壌の初期温度により近い値となり、

地中熱／下水熱専用ヒートポンプが使用する電気エネルギーが小さくなり、システムエネル

ギー効率（成績係数）が高くなる。本実証試験ではこの土壌の熱伝導率をサーマルレスポン

ス試験※によって算出している。 

※サーマルレスポンス試験とは、一般に地中熱交換部に一定熱量で加熱した熱媒をＵチューブに循環し、温

度上昇データを取得・解析することで、地中熱交換部の熱抵抗、土壌の熱伝導率を推定する試験である。

本実証試験でのサーマルレスポンス試験は「講座「地中熱利用ヒートポンプシステム」温度応答試験の実

施と解析；九州大学大学院工学研究院 藤井光、日本地熱学会誌 第28巻 第2号（2006）」の論文に準拠し

ている。 

 

実証単位（Ｃ）の熱媒循環部の実証項目を表５に示します。この実証項目は、性能を証明する

書類の写しを提出する項目ですが、性能の証明の担保として、その製造物の規格または製造業者

の品質管理システム等を確認しています。 

表４：実証単位（Ｃ）地中熱交換部の実証項目

図 11：実証単位（Ｃ）地中熱交換部の実証項目の構
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実証項目 内容 

流量範囲 

適正流量の上限と下限を示す。熱媒の流量が適正範囲より低いと熱媒循環部での熱媒の流

れが層流になる。層流状態では、熱媒循環部であるＵチューブ（Ｕ字管）のチューブ中央付近

と内壁付近の熱媒は混合せず、温度分布が生じる。このため、熱媒の熱が熱媒循環部を通

し、地中（土壌）へ伝わりにくい。これに対し、熱媒の流量が適正な場合には、熱媒がＵチュー

ブの中央と内壁付近関係なく乱れて流れる（熱媒が乱流で流れる）と、Ｕチューブの中央と内

壁付近の熱媒が混ざり合い、Ｕチューブ内部の熱媒の温度はほぼ均一になり、熱媒の熱が

熱媒循環部を通し、地中（土壌）へ伝わり易くなる。 

熱伝導性 

熱媒循環部は、主に硬質ポリエチレンなどでできているＵチューブが使用されており、ポリエ

チレン素材の物性値で記載される場合もある。この熱伝導性は、地中熱交換部の熱抵抗に

影響する。 

耐熱性 

熱媒循環部は、主に硬質ポリエチレンなどでできているＵチューブが使用されており、ポリエ

チレン素材の物性値で記載される場合もある。耐熱性については、素材の軟化温度で記載さ

れる場合もある。耐久性を示す指標の一つである。 

脆化温度 

熱媒循環部は、主に硬質ポリエチレンなどでできているＵチューブが使用されており、ポリエ

チレン素材の物性値で記載される場合もある。地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調シ

ステムにおいては、一次側の熱媒温度が0℃以下になる場合が多いため、熱媒循環部が脆

性破壊しないことを確認するための指標である。「JIS K 7216 プラスチックのぜい化温度試験

方法」による脆化温度を記載する。耐久性を示す指標の一つである。 

耐腐食性 耐久性を示す指標の一つである。 

寿命 
熱媒循環部の製造企業によるUチューブ（U字管）製品※の仕様書に基づき、耐用年数につい

ての記載があれば、参考値として記載する。耐久性を示す指標の一つである。 

※単管の状態でなく、U 字継手が融着された状態のもの。 

 

実証単位（Ｃ）の熱媒の実証項目を表５に示します。地中熱・下水等を利用したヒートポンプ

空調システムにおいては、一次側の熱媒が0℃以下になる場合が多いため不凍液（ブライン）を

用いることが多く、気温が0℃以下になる地域では二次側においても不凍液が使用されます。そ

のため、空調システムに影響する項目だけでなく、環境負荷の項目も実証項目としました。これ

らの実証項目は、熱媒循環部と同じく性能を証明する書類の写しを提出する項目ですが、性能の

証明の担保として、その製造物の規格または製造業者の品質管理システム等を確認しています。 

 

実証項目 内容 

腐食性 メンテナンス性を示す項目。「JIS K 2234 不凍液」の試験方法での結果を記載する。 

粘性 

熱媒の粘度が高くなると、熱媒の循環ポンプの動力に負荷がかかり消費電力の上昇につな

がる。消費電力の上昇は、空調システムのエネルギー効率（COP）の低下を招く。空調システ

ムの性能に影響する項目である。 

熱容量 
実証単位（Ａ）システム全体の実証試験では熱媒の温度を測定しているために、それを熱量

に換算するために必要な項目である。 

引火性 
熱媒の使用中、保管中、廃棄された場合の影響をみるための、安全性、環境負荷に関する

項目である。 

毒性 熱媒が廃棄された場合の自然界への影響をみるために、環境負荷の項目としている。 

生分解性／

残留性 
熱媒が廃棄された場合の自然界への影響をみるために、環境負荷の項目としている。 

 

表５：実証単位（Ｃ）の熱媒循環部の実証項目

表６：実証単位（Ｃ）の熱媒の実証項目
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実証試験を行う際の基本的考え方、試験条件・方法等を定めた「実証試験要領」の最新版は、

本事業のウェブサイト（http://www.env.go.jp/policy/etv/）でご覧いただくことができます。 

また平成 21 年度の実証試験要領（第１版）は、環境省報道発表資料【平成２１年度環境技術

実証事業 ヒートアイランド対策技術分野「オフィス、住宅等から発生する人工排熱低減技術 

地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム 実証試験要領」の策定及び実証機関の公

募の開始について（お知らせ）】（http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=11083）

のウェブページに添付資料として掲載されています。 
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IV．平成21年度実証試験結果について 

平成21年度は、国負担体制で実施しました。 

 

■実証機関 

○特定非営利活動法人地中熱利用促進協会 

＜連絡先＞  

特定非営利活動法人地中熱利用促進協会 実証機関事務局 

〒167-0051東京都杉並区荻窪４丁目30番９号グリーンパークマンション103 

TEL/FAX：03-3391-7836   

E-mail：geohpaj@geohpaj.org 

URL：http://www.geohpaj.org/  

 

 

■ 実証対象技術の一覧 

実証 

機関 
実証単位 

環境技術開発

者 

（実証申請者）

実証対象技術 
実証試験 

期間 
実証番号 

掲載 

ページ

特定非

営利活

動法人 

地中熱 

利用促

進協会 

実証単位（Ａ） 

システム全体 

Ｊ Ｆ Ｅ 鋼 管 株式

会社／ＪＦＥスチ

ール株式会社 

「川崎市 南河原こども文

化センター」における地

中熱利用空調システム 

平成 21 年 

8 月 1 日～ 

平成 22 年 

１月 29 日 

052-0901 30 

実証単位（Ｂ） 

地中熱／下水熱

専用ヒートポンプ 

ゼネラルヒート

ポンプ工業株式

会社 

水冷式ヒートポンプ（地

中熱対応水冷式ヒートポ

ン プ チ ラ ー ・ ZQH-

18W18） 

平成 21 年 

7 月 25 日～ 

平成 22 年 

２月 28 日 

052-0902 39 

実証単位（Ｃ） 

地中熱交換部 

ミサワ環境技術

株式会社 

東京都港区高輪福祉会

館において掘削された

地中熱交換器 

平成 21 年 

7 月 24 日～

平成 21 年 

8 月 8 日 

052-0903 44 
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■ 実証番号を付した固有の環境技術実証事業ロゴマーク（個別ロゴマーク） 

「 I．はじめに」の図 1 では共通ロゴマークについて説明しましたが、ここでは個別ロゴマー

クについて説明します。ヒートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から発生する人工排

熱低減技術）地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システムにおいて実証試験を行った実

証対象技術については、環境省が行う本事業の実証済技術である証として、１つの実証済技術に

対し１つの実証番号が付された固有の環境技術実証事業ロゴマーク（個別ロゴマーク）（図 6）

を交付しました。同時に、実証試験結果報告書の概要の１ページ目左上及び実証試験結果報告書

詳細版の表紙にも貼付しました。これにより、以下のような効果を期待しています。 

 

１. 実証申請者とって、固有の個別ロゴマークを実証済技術が掲載されたカタログやウェブサイト等

に掲載することにより、次のことから実証済技術（製品）の付加価値を高めることができます。 

① 固有のロゴマークであること。 

② 製品カタログ等に掲載された個別ロゴマークと同じ個別ロゴマークが掲載された実証試験結

果報告書を示すことで、実証済技術（製品）の技術的裏付けになる。 

 
２. 実証済技術（製品）を購入・採用するエンドユーザーにとって、製品カタログと実証試験結果報告

書の双方に同じ固有の個別ロゴマークが掲載されることで、双方の繋がりがより明確になります。

さらに、実証試験結果報告書に掲載の個別ロゴマークの実証番号を確認することで、実証済技

術の実証試験結果を容易に知ることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６：実証番号を付した固有の環境技術実証事業ロゴマーク（個別ロゴマーク）の例 
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■ 実証試験結果報告書概要の見方 

本レポートには対象技術別に実証試験結果報告書全体概要が掲載されています。ここでは、

「実証単位（A）」の実証試験結果報告書の全体概要を例にとり、掲載項目とその見方を紹介し

ます。 

 

（１）１ページ目 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実証試験の実施施設の概要 

実証試験を行う施設について、施設名、所

在地、規模等について記載しています。 

実証対象技術の概要 

実証対象技術（地中熱・下水等を利用した

ヒートポンプ空調システム全体）の原理と各

設備の配置写真を記載しています。 

実証対象技術の紹介 

実証の対象となる技術（実証対象技術、こ

こでは実証単位（A）の名称（システム名及

び施設名等）、開発者〔環境技術開発者（実

証申請者）〕、実証機関（実証試験を行った

第三者機関）及び実証試験期間を記載して

います。 

環境技術実証事業ロゴマーク 

１つの実証済技術に対し、１つの実証番号

を付したロゴマークを１ページ目に貼付して

あります。同じロゴマークが環境技術開発

者（実証申請者）に交付されています。 

実証試験結果報告書の詳細版について 

実証試験における測定機器の構成、測定条件、数値計算内容及び測

手結果等の詳細情報は、実証試験結果報告書の詳細版で確認するこ

とができます。実証試験結果報告書詳細版は、環境技術事業ウェブサ

イト（http://www.env.go.jp/policy/etv/）でご覧いただくことができます。
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（２）２ページ目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

積算熱量計の仕様 

本実証試験のために設置した「積算熱量

計」の仕様を記載しています。 

実証試験の概要（システム構成）① 

実証対象技術に設置された測定器を含む

システム構成図を記載しています。その中

で、本実証試験のために設置した「積算熱

量計」を赤枠で囲ってあります。 
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（３）３ページ目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実証試験の概要（システム構成）② 

（続き） 
実証対象技術で使用されている地中熱源ヒ

ートポンプの仕様について記載しています。

実証試験の環境 

実証試験の実施環境、実証試験時の実証

試験実施施設の使用状況、地中熱交換井

の井戸の深さ、口径等について記載してい

ます。 

実証試験の概要（システム構成）③ 

実証対象技術で使用されている地中熱源ヒ

ートポンプ及びシステム制御盤などの設置

状況の写真です。 
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（４）４ページ目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実証項目の内容 

実証単位（Ａ）システム全体における各実証

項目の種類について、記載しています。特

に「システム全体の実証項目」は、本実証

試験で実証する項目です。「実証単位（Ｃ）

の実証項目」は、既存データを活用してい

ます。また、技術的な用語についての説明

を注記に記載しています。 

「既存データ活用の特例措置」の適用

についての判断結果 

実証単位（Ｃ）の「地中熱・下水等を利用し

たヒートポンプ空調システム熱交換部全体

の実証項目」について、「既存データ活用の

特例措置」の適用検討とその判断結果を記

載しています。 
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（５）５ページ目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実証試験結果 ① 

各実証項目の実証試験結果について 

・システム全体の実証項目 

・地中熱交換部全体の実証項目 

（既存データ活用の特例措置の適用） 

・熱媒循環部の実証項目 

（性能を証明する書類の写しから転用） 

に分類して記載しています。 
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（６）６ページ目 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実証試験結果 ② 

実証単位（Ｃ）の熱媒の実証項目の実証試

験結果について、性能を証明する書類の写

しから転用して記載しています。 
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（７）７ページ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実証試験結果 ③ 

実証単位（Ｃ）の熱媒の実証項目の実証試

験結果について、性能を証明する書類の写

しから転用して記載しています。 
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（８）８ページ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実証対象技術の地中熱交換器としての

先端閉塞の回転貫入鋼管杭の施工時

及び設置後の写真 

写真は、本実証試験実施場所に地中熱交

換部が設置された際の工事の様子です。 

まとめ 

実証試験の内容を簡単に記載し、得られた

実証試験結果について、本実証試験を実

施した実証機関の見解が記されています。
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（９）９ページ目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 実証試験結果報告書の概要 

  次ページ以降に実証番号の順に、各実証対象技術の実証試験結果報告書概要を示します。 

 

実証対象技術の参考情報 

各実証単位の実証試験結果報告書の

このページに示された情報は、実証試

験によって得られた情報ではなく、実証

試験の対象外で、環境技術開発者（実

証申請者）の責任において申請された

内容です。また環境省及び実証機関

は、内容に関して一切の責任を負いま

せん。 

ここに書かれた情報に関するお問い合

わせは、直接環境技術開発者（実証申

請者）までお願いします。 
 

（１）実証対象技術の概要 
環境技術開発者（実証申請者）より申請さ

れた、実証対象技術に関する情報が示され

ています。 

・実証対象製品の名称及び型番：実証対象

技術の名称、型式。 

・環境技術開発者：実証対象技術の製造

（販売）企業名〔環境技術開発者（実証申

請者）の名称〕。 

・連絡先：実証対象技術の製造（販売）企業

の連絡先（環境技術開発者の連絡先）。 

・設置条件：環境技術開発者（実証申請者）

により申請された実証対象技術が対応す

る建築物及び留意点等。 

・メンテナンスの必要性・耐候性・製品寿命

など：環境技術開発者（実証申請者）によ

り申請されたメンテナンス情報及び耐用年

数等。 

・施工性：実証対象技術を施工上の特徴、

留意点及び制約条件等。 

・技術上の特徴：環境技術開発者（実証申

請者）により申請された実証対象技術に

関する特徴等。 

・コスト概算：実証対象技術の材料費・工事

費・設備等を記載。 

実証対象技術の参考情報 

（２）その他メーカーからの情報 
製品データの項目以外に環境技術開発者

（実証申請者）より申請された、実証対象機

器に関する情報を記載。 
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